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１．はじめに 
空港整備は，直接的には空港容量拡大や施設機能の向

上などの効果をもたらし，その結果として航空機運航の

効率化，安全性や確実性の向上等，様々な形で航空輸送

サービスの発展に寄与する．これは，航空輸送サービス

の供給における生産性の向上と捉えることができる． 

我が国の国内航空輸送ネットワークの中心的空港は，

東京国際空港（以下羽田空港と呼ぶ）である．したがっ

て，羽田空港の容量拡大が，航空輸送サービス産業の生

産性へ寄与する度合は大きいと考えられる． 

また，航空輸送サービスは，様々な産業の生産活動に

おいて中間投入として利用されるため，この生産性の向

上の効果は航空輸送サービス産業のみならず，あらゆる

産業の経済活動に波及すると考えられる．その結果，国

民経済レベルでの大きな効果が生じると期待される． 

一般に用いられる（部分均衡的な）費用便益分析の手

法や産業連関分析による経済効果手法では，事前に

with/withoutそれぞれのケースについて航空需要予測値

を推定することが必要となる．このため，需要予測値が

得られていなければ，経済効果計測を行うことができな

いという問題点を抱えている．したがって，航空需要予

測値の有無に依存せず，空港整備による経済効果を直接

推定する手法が望まれる． 

そこで，本研究は，羽田空港の容量拡大による航空輸

送サービスの生産性向上，およびその経済波及効果・便

益を，需要予測値の有無に依存せず，評価する手法を構

築する．さらに本研究は，羽田空港の整備が我が国経済

に及ぼしてきた効果，再拡張事業等による将来の容量拡

大がもたらす効果についても試算を行う． 

 

２．空港の生産性と空港整備による経済効果に関する既

存研究 
空港単体の生産性については，Gillen and Lall(1997)に

代表される DEA(Data Envelopement Analysis)手法や，

Hooper and Hensher(1997)に代表される TFP(Total Factor 

Productivity)手法に関する研究が多数蓄積されている．こ

うした研究は，空港毎のパフォーマンスを計測すること

を目的としており，Forsyth(2000)によるレビューが詳し

い．しかし，これらの研究は，空港自体の生産性計測を

扱っているが，空港のパフォーマンス向上が航空輸送サ

ービス産業に及ぼす効果については言及していない． 

任意の産業部門における技術的インパクトによる他

産業への経済波及効果を分析するには，応用一般均衡

（CGE）モデルが有用である．航空輸送サービス産業部

門からの経済波及効果を分析した研究としては，Ueda et 

al.(2002)，Ishikura et al.(2003)などが挙げられる．Ueda et 

al.(2002)は，多地域を明示的に扱った SCGEモデルを用

いて，羽田空港再拡張による地域間便益帰着分析を行っ

た．Ishikura et al.(2003)は，我が国の航空輸送サービス産

業の生産性向上がもたらす国民経済的効果と航空および

鉄道需要へのインパクトを分析した．これらはいずれも，

航空輸送サービス産業の技術変化を外生としており，空

港整備事業や容量拡大と航空輸送サービス産業の技術と

の関係はブラックボックスのままとなっている． 

本研究は，空港の容量拡大と生産性向上の関係をモデ

ル化し，これを CGEモデルと結合することにより，容量

拡大による技術変化と，その経済波及効果との関連を明

確化している． 

 

３．羽田空港の容量拡大による航空輸送サービス生産技

術への影響 
３.１  航空輸送サービス産業の生産関数の推定 

本章は，生産関数アプローチを用いて，羽田空港の発

着容量を取り込んだ航空輸送サービス産業の生産関数を

モデル化し，羽田空港の容量拡大が航空輸送サービス産

業の生産性に与えてきた効果を推計する． 

航空輸送サービス産業の生産関数を，以下のように定

式化する． 
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Ymt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける生産量 

Imt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける中間投入 

Kmt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける資本投入 

Lmt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける労働投入 

Amt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける生産技術 

Emt：航空輸送サービス産業 m，時点 tにおける生産技術

のシフト要因変数ベクトル 

(1)式は，航空輸送サービス産業は，本源的生産要素で

ある資本と労働および中間財を投入し，航空輸送サービ

スの生産を行うことを表す．各時点の各航空輸送サービ

ス産業の生産技術（全要素生産性：TFP）は，これをシ

フトさせる外的要因によって変化する． 

本研究は羽田空港の容量拡大による，航空輸送サービ

ス産業の生産性への要因に着目するため，羽田空港の総

スロット数を生産技術のシフト要因変数として採用する．

また，関数形を以下のような Cobb-Douglas型と想定する． 

432 βββ
mtmtmtmtmt LKIAY ⋅=   (2) 

432 ,, βββ ：パラメータ 
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また，航空輸送サービス産業の生産量成長の要因は，

生産関数が Cobb-Douglas型の場合には以下のように，投

入要素毎に分解することができる． 
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432 βββ +++=  (3) 

ここで，変数 xについて，ドット記号の定義は 

dt
dxx =&  

であり，すなわち時間についての微分であることを意

味する．したがって，式(3)は生産量の成長率が，各要素

の成長率にパラメータを乗じた値の和として表されるこ

とを示している．この定式化は，ソロー残差として TFP

成長率を表す，古典的な方法である（Solow(1957)）． 

生産技術を表す関数の特定化において，関数形やその

他シフト要因について，種々のパターンを検討した結果，

最も当てはまりの良かった次の関数を用いることとした． 

( ) ( ) ( )ttmt ETrendA ⋅⋅= 12110 expexpexp βββ   (4) 

Trendt：トレンド要因変数 

Et：時点 tにおける羽田空港の総スロット数 

12110 ,, βββ ：パラメータ 

生産技術についても，生産関数と同様に各要因の成長

率への分解を行うと，以下のように表される． 
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なお，パラメータ推定の際には，両辺の対数をとり，

時系列データを用いて線形回帰を行った．パラメータ推

定の結果は，以下のとおりである． 

表-1  生産関数パラメータ推定結果 

変数 パラメータ 係数 t値 

定数項 ：β0 0.667364 8.94 

トレンド ：β11 -0.004205 -1.81 

羽田スロット ：β12 0.000143 1.29 

ln(実質 I) ：β2 0.716675 33.76 

ln(実質 K) ：β3 0.069812 15.32 

ln(実質 L) ：β4 0.218696 12.01 

自由度修正済み決定係数＝0.999 

 

パラメータ推定において用いたデータは，表-2のよう

に整備した． 

 

表-2  パラメータ推定に用いたデータの整備方法 

データ項目 出典 整備方法 

航空輸送企業

別生産量 

（平成7年暦

年価格） 

①航空統計要覧

(2003年版) 

JAL, JAS, ANAの営業収

益を国内総支出デフレー

タでデフレートし実質化 

羽田空港 

総スロット 

航空局資料  

航空輸送企業

別中間投入 

（平成7年暦

年価格） 

①航空統計要覧

(2003年版) 

②各企業の有価

証券報告書 

中間投入＝航空燃油費＋

整備費＋運航施設利用費

＋一般管理販売費＋代理

店手数料＋航空保険費＋

その他 

（販管費中の減価償却費

は除く） 

航空輸送企業

別資本投入 

（平成7年暦

年価格） 

①航空統計要覧

(2003年版) 

②各企業の有価

証券報告書 

資本投入＝営業利益＋航

空機材減価償却費＋販管

費中の減価償却費 

航空輸送企業

別労働投入 

（平成7年暦

年価格） 

①航空統計要覧

(2003年版) 

②各企業の有価

証券報告書 

労働投入＝人件費 

 

本研究のように，交通企業の生産関数を推定する場合，

生産量を表す指数として輸送人キロ，輸送トンキロのよ

うな物理量を適用するケースと，営業収益のような額ベ

ースの値を適用するケースの両方が考えられるが，ここ

では後述する CGEモデルとの整合性を鑑み，額ベースの

営業収益を適用し，これを生産額と見なすこととした．

また，資本投入，労働投入についても同じく額ベースの

フロー変数を適用した．なお，データは 1985～2001年度

の 17年間の時系列データを適用している． 

表-1より，羽田空港の総スロット数に関する t値が，

有意でない結果となっている．しかし，空港は航空輸送

サービスの生産に不可欠なインフラストラクチャーであ

り，特に，我が国の航空ネットワークの中心である羽田

空港の容量はその生産技術に影響すると考えられるので，

有効な説明変数と見なすこととする．また，トレンド要

因がマイナスに効く結果となっているが，これは 1985

年以降の航空規制緩和などによる市場環境変化に伴い，
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イールドが低下し航空産業の収益性が低下したことを反

映していると考えられる． 

 

３.２  生産関数を用いたシミュレーション分析 

上記の推計結果を用いて，過去の各年度において，羽

田空港の容量拡大によってもたらされた航空輸送サービ

ス規模の発展をシミュレーションする．ここでは，航空

輸送サービスの生産規模の指標として，我が国の航空輸

送サービス産業部門における生産額を用いる． 

シミュレーション分析においては，仮にスロット数が

1985年のままだった場合を withoutケース，現況の水準

で推移した場合を withケースと想定する．両ケースの差

を羽田空港のスロット増大によりもたらされた航空輸送

サービス産業への効果と見なす．分析結果を図-1に示す． 

図-1  羽田空港スロットの増大が生産額に与える効果 

 

この結果より，羽田空港の新Ｂ滑走路が供用された

2000年度に効果が大きく表れていることが確認できる．

すなわち，2000年度では，1985年度の空港容量水準から

の容量拡大のみによってもたらされた，航空輸送サービ

ス産業への生産額増加効果が，年あたり 1000億円を超え

る規模となっている．同様に，羽田空港の新 C滑走路が

供用された 1997年度においては，年あたり約 700億円の

生産額増加効果が見られる． 

なお，生産関数アプローチにより 1985年から 2001年

までの羽田の発着容量拡大による航空輸送サービス産業

の全要素生産性の変化を算出すると，約 4.5%となる． 

 

４．応用一般均衡（ＣＧＥ）モデルを用いた羽田空港容

量拡大による経済効果の分析 
４.１  モデルの概要と前提条件 

本章は，前節で推定結果した航空輸送サービス産業の

生産関数を取り込んだ応用一般均衡モデル（以下 CGE

モデルと表記）を構築し，空港施設整備による直接的な

効果（航空輸送サービス産業の生産性向上等）のみなら

ず波及的な効果まで含めた計測を行う． 

モデルの前提条件を以下のように設定する． 

• 日本国経済を１地域経済と見なす． 

• 経済主体は家計と企業の２主体より構成されている． 

• 企業は各産業（アクティビティベース）毎に１つ存

在する． 

• 社会は長期的均衡状態にある． 

• 家計は生産要素（労働・資本）を保有し，企業にこ

れらを提供し対価として所得を受け取り，財・サー

ビスの消費により効用を最大化する． 

• 企業は，中間投入財と，家計から提供される労働・

資本を生産要素として投入することにより，財・サ

ービスを生産し，利潤を最大化する． 

ＣＧＥモデルの基準均衡データとして，2000年の産業

連関表（平成１６年３月１日公表）を用いる．その 32

部門表および航空輸送サービス産業部門（産業連関表で

は航空輸送部門と表記）が明示的に分離されている 104

表-3  本CGEモデルの産業部門分類 
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分類番号 産業分類
1 農林水産業
2 鉱業・石油・石炭製品
3 食料品
4 繊維製品
5 パルプ・紙・木製品
6 化学製品
7 窯業・土石製品
8 鉄鋼・非鉄金属・金属製品
9 一般機械
10 電気機械
11 輸送機械
12 精密機械
13 その他の製造工業製品
14 建設
15 電力・ガス・熱供給
16 水道・廃棄物処理
17 商業
18 金融・保険
19 不動産
20 航空輸送
21 その他運輸業
22 通信・放送
23 公務
24 教育・研究
25 医療・保健・社会保障・介護
26 その他の公共サービス
27 対事業所サービス
28 対個人サービス
29 事務用品
30 分類不明
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部門表を基本とし，産業部門分類は表-3のように設定す

る． 

なお，32部門表においては「鉱業」部門と「石油・石

炭製品」部門は区分されているが，「鉱業」部門の国内最

終需要がマイナスである．このため「鉱業」部門を区分

した状態では，適切な効用関数パラメータの推計が行う

ことができない．このため，本研究は，産業部門分類の

設定にあたり，「鉱業」部門と「石油・石炭製品」部門を

統合した．「鉄鋼」部門についても同様に国内最終需要が

マイナスであるため，「非鉄金属」部門と「金属製品」部

門を統合した． 

また，32部門表では運輸業が細分化されていないため，

104部門表のデータを用いて「航空輸送」部門と「その

他運輸業」部門を分離した． 

 

４.２  モデルの定式化 

４.１.１  家計の行動 

家計は労働・資本を企業に提供し，それにより得られ

る所得を用いて財・サービスを消費する．効用関数は以

下のように Cobb-Douglas型関数として定式化する． 

( )

NXrKwLdpts

dU

i
ii

i
i

x

i

i

−+≤

=

∑
∏

　　..

max β

  (6) 

U ：家計の効用 

id ：家計の財・サービス需要量 

ip ：財・サービス価格 

w ：賃金率 

L：家計の労働初期保有量 

r：資本レント 

K ：家計の資本初期保有量 

NX ：経常収支黒字（＝資本の国外純流出） 

iβ ：シェアパラメータ（ 1=∑
i

iβ ） 

上記の効用最大化問題より，最終需要の需要関数を導

出することができる． 

 

４.１.２  企業の行動 

企業は中間投入財および家計から提供される労働・資

本を用いて生産活動を行い，利潤を最大化する．生産関

数についても Cobb-Douglas型で定式化する．これは，中

間投入財同士や資本・労働の間での代替を許す定式化で

あり，長期的には財・サービス価格や資本価格，労働価

格の変化により生産構造が変わってくることを想定した

定式化であると言える． 

利潤最大化行動の双対問題として以下の費用最小化

問題を考える．この問題を解くことにより，中間投入財

および生産要素についての派生需要関数を導出すること

ができる． 

( ) LjKjij

jjij
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i

ijjj

jj
i

ijiLKx

LKxxts
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++
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..
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,,
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jx ：産業 jの産出量 

ijx ：産業 jが産業 iから投入する中間投入財の量 

jK ：産業 jの資本需要量 

jL ：産業 jの労働需要量 

LjKjij ααα ,, ：シェアパラメータ（ 1=++∑ LjKj
i

ij ααα ） 

jη ：生産技術パラメータ 

 

４.１.３  海外部門の閉じ方 

海外部門については，簡単化のために輸出入量を外生

変数と見なす． 

∑∑ =−
i

ii
i

ii MpNXEp   (8) 

iE ：財・サービスの輸出量（外生） 

iM ：財・サービスの輸入量（外生） 

本研究の分析対象は羽田空港の容量拡大による経済

効果であり，国民経済というマクロなレベルにおいて，

国内財と海外財との代替関係のような貿易構造に及ぶ影

響は小さいと考えられる．したがって，このように海外

部門の処理方法を簡略化することによって，分析結果に

対して本質的な問題を生じさせることはないと判断でき

る． 

 

４.１.４  均衡条件 

財・サービス市場における均衡条件は以下のように表

される． 

iii
j

iji MEdxx −++=∑   (9) 
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生産要素市場では，以下の均衡条件が成立する． 

∑=
j

jKK    (10) 

∑=
j

jLL    (11) 

各市場において，これらの均衡条件を満たすように価

格が調整され，全ての市場を清算する価格ベクトルが均

衡解となる． 

 

４.３  羽田空港の発着容量拡大によってもたらされる

国民経済効果の分析 

４.３.１  経済効果の分析方法 

前章で推計した生産関数によると，1985年から 2001

年までの羽田の発着容量拡大による航空輸送サービス産

業の全要素生産性の変化は約 4.5%である．したがってこ

れを CGEモデルにおける航空輸送サービス産業の生産

関数に入力することによって，当該期間における羽田空

港の発着容量拡大による国民経済的な効果を計測するこ

とが可能である．具体的には，航空輸送サービス産業の

生産関数の生産技術パラメータ jη を 1.045倍したケース

を with， jη を変化させないケースを withoutとして計測

を行う． 

 

４.３.２  財・サービス価格に及ぼされる効果 

航空輸送サービス産業の生産性向上による財・サービ

スの価格低下率と，各産業における航空輸送の投入係数

を比較した図（図-2）を示す（ただし航空輸送は除く）．

この図から分かるように，航空輸送の投入係数が比較的

高い産業（商業，通信・放送，その他の公共サービスな

ど）における財・サービスの価格低下率が大きいことが

わかる．一方，航空輸送の投入係数が低い農林水産業や

食料品などにおいても，投入係数が高い産業の 1/2程度

の価格低下率を示しており，航空輸送サービス産業の生

産性向上が産業間の取引を通じて幅広い産業に影響を与

えることが示唆される．なお，航空輸送は約 4.35%価格

が低下するという結果が得られた． 

 

４.３.３  生産額に及ぼされる効果と便益 

次に，生産額の変化を図-3に示す（ただし航空輸送は

除く）．これも商業，対事業所サービスのような航空輸送

からの投入が比較的大きい産業における伸びが大きい．

なお，航空輸送の生産額の増分は約 1,464億円／年とな

り，産業全体での生産額増分は約 2,418億円／年となる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2  財・サービスの価格変化および投入係数 
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なお，EV（等価変分）により家計に帰着する便益を計

測すると，約 1,140億円という結果が得られた． 

 

４.４  モデルの感度分析 

モデルの特性を評価するために，感度分析を行う．本

研究は，羽田空港のスロット拡大により，我が国航空輸

送サービス産業の全要素生産性（TFP）が向上し，それ

による経済効果の波及プロセスを一般均衡理論に基づき

モデル化したものである． 

前節は，羽田空港の 1985年から 2001年までの発着容

量拡大を，TFP向上（4.5%向上）に換算して，経済効果

の評価を行った．そこで，本節の感度分析は，航空輸送

サービス産業の TFPの変化率を 10%，20%，30%，50%

と設定した場合における結果を比較する．それぞれの場

合のＥＶおよび生産額の変化分を計測した結果を表-4

に示す． 

表-4より，航空輸送サービス産業の TFP 1%向上あた

りの便益は，TFPの向上率が大きくなるにつれて低下す

るものの，その逓減率は小さく，TFP向上率に概ね比例

的に便益および生産額変化分が増大していくことがわか

る． 

なお，前章で推定した航空輸送サービス産業の生産関

数より，TFP向上率を羽田空港の総スロット数増分に換

算すると，TFP4.5%の向上は，総スロット数が現状(2001

年)の 732回から 1041回まで増加したこと（309枠分の

増加）に相当する．同様に感度分析における各ケースの

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3  生産額の変化 

 

表-4  航空輸送サービス産業の全要素生産性に関する感度分析 

 
 

航空輸送サービス産業
ＴＦＰ向上率

便益（ＥＶ） 生産額
変化

TFP 1%向上あたり
便益（ＥＶ）

TFP 1%向上あたり
生産額変化

4.5% 114,032 241,772 25,340 53,727
10.0% 239,784 518,738 23,978 51,874
20.0% 486,433 1,050,707 24,322 52,535
30.0% 705,940 1,554,801 23,531 51,827
50.0% 1,105,354 2,533,516 22,107 50,670

(単位：100万円）
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TFP向上率を羽田空港の総スロット数の増加分に換算す

ると表-5のようになる． 

表-5  TFP向上率と羽田空港総スロット数の関係 

TFP向上率 総ｽﾛｯﾄ 

（／日） 

総ｽﾛｯﾄ 

（／年） 

日総ｽﾛｯﾄ 

の増分 

0%(現状) 732回 26.7万回 0 

4.5% 1041回 38.0万回 309 

10% 1401回 51.1万回 669 

20% 2011回 73.4万回 1279 

30% 2573回 93.9万回 1841 

50% 3577回 130.6万回 2845 

 

この生産関数を前提とすると，我が国において航空輸

送サービス産業の TFPを 30%以上向上させるためには，

羽田空港すなわち首都圏における発着容量を，年間 90

万回を超える水準まで増加させる必要がある．この値は，

世界で最も発着回数の多い，米国シカゴ・オヘア空港の

発着回数を大きく上回るものであり，我が国においては

非現実的な値と言えよう． 

 

４.５  羽田空港再拡張がもたらす生産性向上およびそ

の経済効果 

航空需要の増大に対する円滑かつ効率的な航空サー

ビスを提供することを目的として，平成 13年，既に能力

の限界に達している羽田空港において，4本目の滑走路

を建設する再拡張事業が決定された．羽田空港の容量拡

張は，首都圏における航空輸送ネットワークのボトルネ

ックを緩和し，航空輸送サービスの生産性向上をもたら

すことが期待される．そこで本節は，構築したモデルを

用いて，羽田空港再拡張による総スロット数増加がもた

らす生産性向上，およびその結果として生じる経済効果

について分析を行う． 

なお，羽田空港再拡張事業に関しては，費用対効果分

析（平成 16年 3月新規事業採択時評価の対象）および経

済波及効果分析（国土交通省航空局（2003））の結果が既

に公表されている． 

前者は，航空需要予測の推定値を入力値として，部分

均衡分析アプローチにより便益を推定したものであり，

航空需要予測値の精度が高い点，発生ベースで計測され

た便益の推計精度が高い点などの長所を持つ．後者は，

再拡張事業により生じる経済的な直接効果を推計し，さ

らに産業連関分析アプローチにより間接波及効果も推計

するものであり，特に直接効果について，航空券売上や

交通アクセス消費額など，詳細に把握できるという利点

がある．また，両者に共通する点として，羽田空港の容

量制約を with-without比較分析において明示的に扱って

おり，ボトルネック解消による経済効果を評価している

という特徴がある． 

これに対して本研究は，羽田空港の総スロット数増加

を航空輸送サービス産業の生産関数シフト要因，すなわ

ち技術変化と捉え，市場メカニズムを通じた価格体系の

変化によりあらゆる経済効果を分析する一般均衡分析ア

プローチを採用している．したがって，国民経済レベル

での需給均衡から航空需要が推定されるため，前述の既

存分析と比べ，航空需要の精度が粗くなることは避けら

れない．したがって，結果として算出される航空需要や

便益の値自体を推定するためには，既存手法の方が合目

的である．しかし本手法は，前述の既存手法では考慮さ

れていない，航空輸送サービス産業以外の市場をも明示

的に扱っており，価格体系の変化や他産業部門に及ぶ影

響の分析においては優れている．また，モデル全体にわ

たってミクロ経済理論に基づいて定式化されているため，

理論的整合性も保証されているという長所も持つ． 

分析にあたり，前提条件として，国土交通省航空局

（2003）と同様に，羽田空港再拡張により総スロット数

が 40.7万回に増加した状況を設定する．式(4)および表-1

のパラメータを用いて，航空輸送サービス産業の TFP向

上を推定すると，羽田空港の再拡張による容量拡大によ

って，現在より TFPが 5.6％向上するという結果が得ら

れた． 

この値を，CGEモデルにおいて，航空輸送サービス産

業の生産関数（式(7)）における jη の変化として扱い，

種々の経済効果について分析する．国民経済レベルにお

けるマクロ経済効果として，まず，便益と生産額変化に

着目する（表-6）．便益は，年間約 1417億円と推定され，

生産額については，全産業部門の純変化として，約 2942

億円の増加と推定された． 

 

表-6  マクロ経済的効果 

航空輸送サービス産業

TFP向上率 

便益（ＥＶ） 生産額変化

5.6% 141,729 294,156 

（単位：100 万円）   
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同様に，産業部門別の経済効果についても，価格体系

変化を図-4に，生産額変化を図-5に示す．航空輸送の投

入係数が相対的に高い，すなわち航空輸送サービス産業

との結び付きが強い，商業，通信・放送，その他の製造

工業製品，その他の公共サービスなどにおいては，価格

変化の度合が大きい． 

生産額変化について見ると，商業，対事業所サービス，

その他運輸業などへの効果が，相対的に大きい．これら

の産業部門では，航空輸送サービス産業の効率化によっ

て年あたり 100億円以上の生産額増加効果，すなわち産

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4  羽田空港再拡張による容量拡大（TFP5.6%向上）がもたらす価格体系へのインパクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5  羽田空港再拡張による容量拡大（TFP5.6%向上）がもたらす産業別生産額へのインパクト 
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業振興の効果がもたらされることとなる．鉱業・石油・

石炭製品部門において大きな変化率が見られる点につい

ては，航空輸送の主たる中間投入である航空燃油の需要

が大きく影響していると考えられる． 

このように，羽田空港の再拡張により，我が国の経済

活動全般に対して，広く経済効果が伝播することが予想

される．羽田空港が，我が国の国内航空ネットワークの

核であることは自明であり，航空輸送サービス産業の活

動において極めて重要な役割を果たしていることは，疑

念の余地がない．本分析は，羽田空港再拡張による経済

的インパクトを，航空輸送サービス産業の TFP向上，お

よびそれを通じた市場間 interactionという視点から，定

量的推定を行った． 

 

５．おわりに 
航空輸送サービス産業の生産活動において，空港とい

う社会資本が不可欠である以上，空港容量が逼迫しボト

ルネック化することによって，生産効率性が低下するこ

とは不可避である．特にネットワークの中核を成す空港

における容量制約は，効率的に生産量拡大が可能な地点

における物理的な生産量制約となり，航空輸送サービス

産業の成長を阻害する主要因となる．したがって，その

ような空港における容量に余裕を持つこと自体が，経済

学的な意味での生産効率性の向上をもたらす． 

本研究は，ソロー残差として表した航空輸送サービス

産業の TFPを，空港インフラの関数として定式化する手

法を提案し，我が国では羽田空港の総スロット数を説明

変数とすることによりTFP成長が説明できることを示し

た．また，航空輸送サービス産業の TFP向上を通じて他

産業におよぶ経済効果を，応用一般均衡モデルにより推

定する手法を開発し，これまでの羽田空港拡張がもたら

してきた経済効果および再拡張によってもたらされるで

あろう経済効果の推定も行った．その結果，羽田空港の

容量拡大が，多方面の経済活動を活性化させることが明

らかとなり，羽田空港の容量（あるいは首都圏における

空港容量）を十分に確保することの重要性が示された． 

本研究では，マクロ経済的な影響に着目するため，日

本全国を一地域として扱ったが，空間的な経済効果の波

及，地域間の便益帰着比較等を考えるためには，多地域

モデルへと拡張することが望ましい．今後は，多地域応

用一般均衡モデルへの展開，その際の航空輸送サービス

産業のモデル化について，発展させることが課題である． 

（2005年 5月 25日受付） 
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